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判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 
審査基準（申請に対する処分関係）                        

資料番号 ５ 担当課 経営支援課 

法令名 
中小企業における経営の承継

の円滑化に関する法律 
根拠条項 １２-１ 

許認可等

の内容 
贈与税の納税猶予及び相続税

の納税猶予等に関する認定 
１ 根拠規定 
◆中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律 
 （経済産業大臣の認定） 
 第十二条 次の各号に掲げる者は、当該各号に該当することについて、経済産業大臣の認定を

受けることができる。 
  一 会社である中小企業者（金融商品取引法第二条第十六項に規定する金融商品取引所に上

場されている株式又は同法第六十七条の十一第一項の店頭売買有価証券登録原簿に登録さ

れている株式を発行している株式会社を除く。））の申請に基づき、当該中小企業の代表者

の死亡等に起因する経営の承継に伴い、死亡したその代表者（代表者であった者を含む。）

又は退任したその代表者の資産のうち当該中小企業者の事業の実施に不可欠なものを取得

するために多額の費用を要することその他経済産業省令で定める事由が生じているため、

当該中小企業者の事業活動の継続に支障が生じていること。 
 

二 個人である中小企業者 他の個人である中小企業者の死亡等に起因する当該他の個人で

ある中小企業者が営んでいた事業の経営の承継に伴い、当該他の個人である中小企業者の

資産のうち当該個人である中小企業者の事業の実施に不可欠なものを取得するために多額

の費用を要することその他経済産業省令で定める事由が生じているため、当該個人である

中小企業者の事業活動の継続に支障が生じていると認められること。 
２ 前項の認定に関し必要な事項は、経済産業省令で定める。 

 
◆中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行令 
 （都道府県が処理する事務） 
 第二条 法第十二条第一項及び第十五条第一項に規定する経済産業大臣の権限に属する事務

は、中小企業者の主たる事務所の所在地を管轄する都道府県知事が行うこととする。 
 
２ 許認可等の基準 
◆中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則 
 （法第十二条第一項の経済産業省令で定める事由） 
第六条 法第十二条第一項第一号 の経済産業省令で定める事由は、中小企業者の代表者（代表者

であった者を含む。）の死亡又は退任に起因する経営の承継に伴い生じる事由であって、次に掲げ

るものとする。 
一  当該中小企業者又はその代表者が、当該中小企業者又は当該代表者以外の者が有する当該

中小企業者の株式等又は事業用資産等を取得する必要があること。  
二  当該中小企業者の代表者が相続若しくは遺贈又は贈与により取得した当該中小企業者の

株式等若しくは事業用資産等に係る多額の相続税又は贈与税を納付することが見込まれるこ

と（第七号から第十四号までに掲げる事由に該当する場合を除く。）。  
三  当該中小企業者の代表者が死亡又は退任した後の三月間における当該中小企業者の売上

高又は販売数量（以下「売上高等」という。）が、前年同期の三月間における売上高等の百分

の八十以下に減少することが見込まれること。  



 
四  仕入先からの仕入れに係る取引条件について当該中小企業者の不利益となる設定又は変

更が行われたこと。  
五  取引先金融機関からの借入れに係る返済方法その他の借入条件の悪化、借入金額の減少又

は与信取引の拒絶その他の取引先金融機関との取引に係る支障が生じたこと。 
六  次に掲げるいずれかを内容とする判決が確定し、裁判上若しくは裁判外の和解があり、又

は家事事件手続法により審判が確定し、若しくは調停が成立したこと。  
イ 当該中小企業者の代表者が当該中小企業者の株式等又は事業用資産等をもってする分割

に代えて当該代表者が他の共同相続人に対して債務を負担する旨の遺産の分割 
ロ 当該中小企業者の代表者が有する当該中小企業者の株式等又は事業用資産等に対して遺

留分の減殺を受けた場合における当該株式等又は事業用資産等の返還義務を免れるための

価額弁償 
七  当該中小企業者が次に掲げるいずれにも該当する場合であって、当該中小企業者の代表者

が贈与により取得した当該中小企業者の株式等に係る贈与税を納付することが見込まれる

こと。  
イ 当該贈与の時以後において、上場会社等又は風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関

する法律のいずれにも該当しないこと。 
ロ 当該贈与の日の属する事業年度の直前の事業年度の開始の日以後において、資産保有型

会社に該当しないこと。 
ハ 第一種贈与認定申請基準事業年度（当該贈与の日の属する事業年度の直前の事業年度及

び当該贈与の日の属する事業年度から第一種贈与認定申請基準日（次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める日をいう。以下同じ）の翌日の属する事業年度の直前の事業

年度までの各事業年度をいう。以下同じ。）においていずれも資産運用型会社に該当しない

こと。 
（１） 当該贈与の日が一月一日から十月十五日までのいずれかの日である場合（（３）に規

定する場合を除く。） 当該十月十五日 
（２） 当該贈与の日が十月十六日から十二月三十一日までのいずれかの日である場合 当

該贈与の日 
（３） 当該贈与の日の属する年の五月十五日前に当該中小企業者の第一種経営承継受贈者

又は第一種経営承継贈与者の相続が開始した場合 当該相続の開始の日の翌日から五月

を経過する日 
ニ 第一種贈与認定申請基準事業年度においていずれも総収入金額（会社計算規則（平成十

八年法務省令第十三号）第八十八条第一項第四号に掲げる営業外収益及び同項第六号に

掲げる特別利益を除く。以下同じ。）が零を超えること。 
ホ 当該贈与の時において、当該中小企業者の常時使用する従業員の数が一人以上であるこ

と。 
ヘ 当該贈与の時以後において、当該中小企業者の特定特別子会社（第一条第九項第一号中

「の親族」とあるのを「と生計を一にする親族」と読み替えた場合における同条第十項に規  

定する当該他の会社をいう。以下同じ。）が上場会社等、大会社又は風俗営業会社のいずれ

にも該当しないこと。 
ト 当該中小企業者の代表者が次に掲げるいずれにも該当する者（二人以上あるときは、そ

のうち当該中小企業者が定めた一人に限る。以下「第一種経営承継受贈者」という。）であ

ること。 
（１） 当該贈与により当該中小企業者の株式等を取得した代表者であって、当該贈与の時

において、当該代表者に係る同族関係者と合わせて当該中小企業者の総株主等議決権数



の百分の五十を超える議決権の数を有し、かつ、当該代表者が有する当該株式等に係る

議決権の数がいずれの当該同族関係者が有する当該株式等に係る議決権の数も下回らな

い者であること。 
（２） 削除 
（３） 当該贈与の日において、二十歳以上であること。 
（４） 当該贈与の日まで引き続き三年以上にわたり当該中小企業者の役員であること。 
（５） 当該贈与の時以後において、当該代表者が当該贈与により取得した当該中小企業者

の株式等、当該贈与の時以後のいずれかの時において当該中小企業者が株式交換又は株

式移転により他の会社の株式交換完全子会社等なった場合にあっては当該株式交換等に

際して交付された株式交換完全親会社等の株式等のうち租税特別措置法第七十条の七第

一項 の規定の適用を受けようとする株式等の全部を有していること。 
（６） 当該贈与により当該中小企業者の株式等を取得した代表者が、当該中小企業者の株

式等につき法第十二条第一項の認定（第十一号又は第十三号の事由に係るもの 

に限る。）に係る贈与を受けた者又は第十二条第一項の認定（第十二号又は第十四号の

事由に係るものに限る。）に係る相続又は遺贈を受けた者でないこと。 

（７） 当該中小企業者の株式等の贈与者が、当該贈与の直前において、当該贈与者に係る

同族関係者と合わせて当該中小企業者の総株主等議決権数の百分の五十を超える議決権

の数を有し、かつ、当該贈与者が有する当該株式等に係る議決権の数がいずれの当該同

族関係者（当該中小企業者の第一種経営承継受贈者となる者を除く。）が有していた当該

株式等に係る議決権の数も下回らなかった者であること。 
（８） 当該贈与の時において、当該中小企業者の株式等の贈与者が当該中小企業者の代表

者でなく、かつ、当該中小企業者の株式等について既に法第十二条第一項の認定（この

号及び第九号の事由に係るものに限る。）に係る贈与をしたことがないこと。 
チ 当該贈与が、次の（１）又は（２）に掲げる場合の区分に応じ、当該（１）又は（２）

に定める贈与であること。 
（１） 当該贈与の直前において、当該中小企業者の株式等の贈与者が有していた当該株式

等（議決権に制限のない株式等に限る。以下チにおいて同じ。）の数又は金額が、当該

中小企業者の発行済株式又は出資（議決権に制限のない株式等に限る。）の総数又は総

額の三分の二（一株未満又は一円未満の端数がある場合にあっては、その端数を切り上

げた数又は金額）から当該代表者（当該中小企業者の第一種経営承継受贈者となる者に

限る。）が有していた当該株式等の数又は金額を控除した残数又は残額以上の場合 当

該控除した残数又は残額以上の数又は金額に相当する株式等の贈与 
（２）（１）に掲げる場合以外の場合 当該中小企業者の株式等の贈与者が当該贈与の直前に

おいて有していた当該株式等のすべての贈与 
リ 当該中小企業者が会社法第百八条第一項第八号 に掲げる事項についての定めがある種

類の株式を発行している場合にあっては、当該贈与の時以後において当該株式を当該中小

企業者の代表者（当該中小企業者の第一種経営承継受贈者となる者に限る。）以外の者が有

していないこと。 
ヌ 第一種贈与認定申請基準日における当該中小企業者の常時使用する従業員の数が当該贈

与の時における常時使用する従業員の数に百分の八十を乗じて計算した数（その数に一未

満の端数があるときは、その端数を切り上げた数。ただし、当該贈与の時における常時使

用する従業員の数が一人のときは、一人とする。）を下回らないこと。 
八  当該中小企業者が次に掲げるいずれにも該当する場合であって、当該中小企業者の代表者

（当該代表者の被相続人（遺贈をした者を含む。以下同じ。）の相続の開始の日の翌日から五



月を経過する日以後において代表者である者に限る。以下この号において同じ。） が相続又

は遺贈により取得した当該中小企業者の株式等（次条第三項に規定する申請書を提出する時

において、当該相続又は遺贈に係る共同相続人又は包括受遺者によってまだ分割されていな

いものを除く。）に係る相続税を納付することが見込まれること。  
イ 当該相続の開始の時以後において、上場会社等又は風俗営業会社のいずれにも該当しな

いこと。 
ロ 当該相続の開始の日の属する事業年度の直前の事業年度の開始の日以後において、資産

保有型会社に該当しないこと。 
ハ 第一種相続認定申請基準事業年度（当該相続の開始の日の属する事業年度の直前の事業

年度及び当該相続の開始の日の属する事業年度から第一種相続認定申請基準日（当該相続の

開始の日の翌日から五月を経過する日をいう。以下同じ。）の翌日の属する事業年度の直前

の事業年度までの各事業年度をいう。以下同じ。）においていずれも資産運用型会社に該当

しないこと。 
ニ 第一種相続認定申請基準事業年度においていずれも総収入金額が零を超えること。 
ホ 当該相続の開始の時において、当該中小企業者の常時使用する従業員の数が一人以上で

あること。 
ヘ 当該相続の開始の時以後において、当該中小企業者の特定特別子会社が上場会社等、大

会社又は風俗営業会社のいずれにも該当しないこと。 
ト 当該中小企業者の代表者が次に掲げるいずれにも該当する者（二人以上あるときは、そ

のうちの当該中小企業者が定めた一人に限る。以下「第一種経営承継相続人」という。）

であること。 
（１） 当該相続又は遺贈により当該中小企業者の株式等を取得した代表者であって、当該

相続の開始の時において、当該代表者に係る同族関係者と合わせて当該中小企業者の総株

主等議決権数の百分の五十を超える議決権の数を有し、かつ、当該代表者が有する当該株

式等に係る議決権の数がいずれの当該同族関係者が有する当該株式等に係る議決権の数も

下回らない者であること。 
（２） 削除 
（３） 当該相続の開始の直前において当該中小企業者の役員であったこと。 
（４） 当該相続の開始の時以後において、当該代表者がその被相続人から相続又は遺贈に

より取得した当該中小企業者の株式等のうち租税特別措置法第七十条の七の二第一項 の
規定の適用 を受けようとする株式等の全部を有していること。 

（５） 当該相続又は遺贈により当該中小企業者の株式等を取得した代表者が、当該中小企

業者の株式等につき法第十二条第一項の認定（第十一号又は第十三号の事由に係るものに

限る。）に係る贈与を受けた者又は第十二条第一項の認定（第十二号又は第十四号の事由

に係るものに限る。）に係る相続又は遺贈を受けた者でないこと。 
（６） 当該代表者の被相続人（当該相続の開始前において、当該中小企業者の代表者であ 

った者に限る。）が、当該相続の開始の直前（当該被相続人が当該相続の開始の直前にお 

いて当該中小企業者の代表者でない場合には、当該被相続人が当該代表者であった期間内 

のいずれかの時及び当該相続の開始の直前）において、当該被相続人に係る同族関係者と 
合わせて当該中小企業者の総株主等議決権数の百分の五十を超える議決権の数を有し、か 
つ、当該被相続人が有する当該中小企業者の株式等に係る議決権の数がいずれの当該同族 
関係者（当該中小企業者の第一種経営承継相続人となる者を除く。）が有していた当該株 
式等に係る議決権の数も下回らなかった者であること。 

（７） 当該代表者の被相続人が当該中小企業者の株式等について法第十二条第一項の認定 



（前号及び次号の事由に係るものに限る。）に係る贈与をした者でないこと。 

チ 当該中小企業者が会社法第百八条第一項第八号 に掲げる事項についての定めがある種

類の株式を発行している場合にあっては、当該相続の開始の時以後において当該株式を当

該中小企業者の代表者（当該中小企業者の第一種経営承継相続人となる者に限る。）以外

の者が有していないこと。 
リ 第一種相続認定申請基準日における当該中小企業者の常時使用する従業員の数が当該相

続の開始の時における常時使用する従業員の数に百分の八十を乗じて計算した数（その数

に一未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数。ただし、当該相続の開始の時に

おける常時使用する従業員の数が一人のときは、一人とする）を下回らないこと。 
九  当該中小企業者が次に掲げるいずれにも該当する場合であって、当該中小企業者の代表者

（当該代表者に係る贈与者からの贈与の時以後において代表者である者に限る。以下この号に

おいて同じ。）が贈与（当該贈与に係る贈与税申告期限（第八条第二項に規定する贈与税申告

期限をいう。第十三号及び次条において同じ。）が、当該中小企業者に係る法第十二条第一項

の認定（第七号又は前号の事由に係るものに限る。）の有効期限までに到来するものに限る。）

により取得した当該中小企業者の株式等に係る贈与税を納付することが見込まれること。 

イ 当該贈与の時以後において、上場会社等又は風俗営業会社のいずれにも該当しないこと。 

ロ 当該贈与の日の属する事業年度の直前の事業年度の開始の日以後において、資産保有型

会社に該当しないこと。 

ハ 第二種贈与認定申請基準事業年度（当該贈与の日の属する事業年度の直前の事業年度及

び当該贈与の日の属する事業年度から第二種贈与認定申請基準日（次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める日をいう。以下同じ。）の翌日の属する事業年度の直前の事

業年度までの各事業年度をいう。以下同じ。）においていずれも資産運用型会社に該当し

ないこと。 

（１） 当該贈与の日が一月一日から十月十五日までのいずれかの日である場合（（３）に規

定する場合を除く。） 当該十月十五日 

（２） 当該贈与の日が十月十六日から十二月三十一日までのいずれかの日である場合当該贈

与の日 

（３） 当該贈与の日の属する年の五月十五日前に当該中小企業者の第二種経営承継受贈者又

は第二種経営承継贈与者（当該第二種経営承継受贈者に係る当該会社の株式等を贈与した

者をいう。以下同じ。）の相続が開始した場合当該相続の開始の日の翌日から五月を経過

する日 

ニ 第二種贈与認定申請基準事業年度においていずれも総収入金額が零を超えること。 

ホ 当該贈与の時において、当該中小企業者の常時使用する従業員の数が一人以上（当該中

小企業者の特別子会社が外国会社に該当する場合（当該中小企業者又は当該中小企業者に

よる支配関係がある法人が当該特別子会社の株式又は持分を有する場合に限る。）にあっ

ては五人以上）であること。 

ヘ 当該贈与の時以後において、当該中小企業者の特定特別子会社が上場会社等、大会社又

は風俗営業会社のいずれにも該当しないこと。 

ト 当該中小企業者の代表者が次に掲げるいずれにも該当する者（二人以上あるときは、そ

のうちの当該中小企業者が定めた一人に限る。以下「第二種経営承継受贈者」という。）で

あること。 

（１） 当該贈与により当該中小企業者の株式等を取得した代表者（代表権を制限されている

者を除く。以下（６）を除きこの号において同じ。）であって、当該贈与の時において、

当該代表者に係る同族関係者と合わせて当該中小企業者の総株主等議決権数の百分の五十



を超える議決権の数を有し、かつ、当該代表者が有する当該株式等に係る議決権の数がい

ずれの当該同族関係者が有する当該株式等に係る議決権の数も下回らない者であること。 

（２） 当該贈与の日において、二十歳以上であること。 

（３） 当該贈与の日まで引き続き三年以上にわたり当該中小企業者の役員であること。 

（４） 当該贈与の時以後において、当該代表者が当該贈与により取得した当該中小企業者の

株式等（当該贈与の時以後のいずれかの時において当該中小企業者が合併により消滅した

場合にあっては当該合併に際して交付された吸収合併存続会社等の株式等（会社法第二百

三十四条第一項の規定により競売しなければならない株式を除く。）、当該贈与の時以後

のいずれかの時において当該中小企業者が株式交換等により他の会社の株式交換完全子会

社等となった場合にあっては当該株式交換等に際して交付された株式交換完全親会社等の

株式等（同項の規定により競売しなければならない株式を除く。））のうち租税特別措置

法第七十条の七第一項の規定の適用を受けようとする株式等の全部を有していること。 

（５） 当該贈与により当該中小企業者の株式等を取得した代表者が、当該中小企業者の株式

等につき法第十二条第一項の認定（第十一号又は第十三号の事由に係るものに限る。）に

係る贈与を受けた者又は法第十二条第一項の認定（第十二号又は第十四号の事由に係るも

のに限る。）に係る相続又は遺贈を受けた者でないこと。 

（６） 当該贈与の時において、当該中小企業者の株式等の贈与者が当該中小企業者の代表者

でなく、かつ、当該中小企業者の株式等について既に法第十二条第一項の認定（第七号及

びこの号の事由に係るものに限る。）に係る贈与をしたことがないこと。 

チ 当該贈与が、次の（１）又は（２）に掲げる場合の区分に応じ、当該（１）又は（２）

に定める贈与であること。 

（１）  当該贈与の直前において、当該中小企業者の株式等の贈与者が有していた当該株式

等（議決権に制限のない株式等に限る。以下チにおいて同じ。）の数又は金額が、当該中

小企業者の発行済株式又は出資（議決権に制限のない株式等に限る。）の総数又は総額の

三分の二（一株未満又は一円未満の端数がある場合にあっては、その端数を切り上げた数

又は金額）から当該代表者（当該中小企業者の第二種経営承継受贈者となる者に限る。）

が有していた当該株式等の数又は金額を控除した残数又は残額以上の場合当該控除した残

数又は残額以上の数又は金額に相当する株式等の贈与 

（２） （１）に掲げる場合以外の場合当該中小企業者 

の株式等の贈与者が当該贈与の直前において有していた当該株式等のすべての贈与 

リ 当該中小企業者が会社法第百八条第一項第八号に掲げる事項についての定めがある種類

の株式を発行している場合にあっては、当該贈与の時以後において当該株式を当該中小企業

者の代表者（当該中小企業者の第二種経営承継受贈者となる者に限る。）以外の者が有して

いないこと。 

ヌ 当該中小企業者が法第十二条第一項の認定（第七号又は前号の事由に係るものに限る。）

を受けている者であり、かつ、当該贈与の時において、当該代表者が当該中小企業者の株式

等について法第十二条第一項の認定（第七号の事由に係るものに限る。）に係る贈与（以下

「第一種経営承継贈与」という。）又は法第十二条第一項の認定（前号の事由に係るものに

限る。）に係る相続（以下「第一種経営承継相続」という。）を受けた者であること。 

十 当該中小企業者が次に掲げるいずれにも該当する場合であって、当該中小企業者の代表者

（当該代表者の被相続人の相続の開始の日の翌日から五月を経過する日以後において代表者で

ある者に限る。以下この号において同じ。）が相続又は遺贈（当該相続に係る相続税申告期限

（第八条第三項に規定する相続税申告期限をいう。第十四号及び次条において同じ。）が、当

該中小企業者に係る法第十二条第一項の認定（第七号又は第八号の事由に係るものに限る。）



の有効期限までに到来するものに限る。）により取得した当該中小企業者の株式等（次条第五

項において読み替えられた同条第三項に規定する申請書を提出する時において、当該相続又は

遺贈に係る共同相続人又は包括受遺者によってまだ分割されていないものを除く。）に係る相

続税を納付することが見込まれること。 

イ 当該相続の開始の時以後において、上場会社等又は風俗営業会社のいずれにも該当しな

いこと。 

ロ 当該相続の開始の日の属する事業年度の直前の事業年度の開始の日以後において、資産

保有型会社に該当しないこと。 

ハ 第二種相続認定申請基準事業年度（当該相続の開始の日の属する事業年度の直前の事業

年度及び当該相続の開始の日の属する事業年度から第二種相続認定申請基準日（当該相続の

開始の日の翌日から五月を経過する日をいう。以下同じ。）の翌日の属する事業年度の直前

の事業年度までの各事業年度をいう。以下同じ。）においていずれも資産運用型会社に該当

しないこと。 

ニ 第二種相続認定申請基準事業年度においていずれも総収入金額が零を超えること。 

ホ 当該相続の開始の時において、当該中小企業者の常時使用する従業員の数が一人以上（当

該中小企業者の特別子会社が外国会社に該当する場合（当該中小企業者又は当該中小企業者

による支配関係がある法人が当該特別子会社の株式又は持分を有する場合に限る。）にあっ

ては五人以上）であること。 

ヘ 当該相続の開始の時以後において、当該中小企業者の特定特別子会社が上場会社等、大

会社又は風俗営業会社のいずれにも該当しないこと。 

ト 当該中小企業者の代表者が次に掲げるいずれにも該当する者（二人以上あるときは、そ

のうちの当該中小企業者が定めた一人に限る。以下「第二種経営承継相続人」という。）で

あること。 

（１） 当該相続又は遺贈により当該中小企業者の株式等を取得した代表者（代表権を制限さ

れている者を除く。以下この号において同じ。）であって、当該相続の開始の時において、

当該代表者に係る同族関係者と合わせて当該中小企業者の総株主等議決権数の百分の五十を

超える議決権の数を有し、かつ、当該代表者が有する当該株式等に係る議決権の数がいずれ

の当該同族関係者が有する当該株式等に係る議決権の数も下回らない者であること。 

（２） 当該相続の開始の直前において当該中小企業者の役員であったこと（当該代表者の被

相続人が六十歳未満で死亡した場合を除く。）。 

（３） 当該相続の開始の時以後において、当該代表者がその被相続人から相続又は遺贈によ

り取得した当該中小企業者の株式等（当該相続の開始の時以後のいずれかの時において当該

中小企業者が合併により消滅した場合にあっては当該合併に際して交付された吸収合併存続

会社等の株式等（会社法第二百三十四条第一項の規定により競売しなければならない株式を

除く。）、当該相続の開始の時以後のいずれかの時において当該中小企業者が株式交換等に

より他の会社の株式交換完全子会社等となった場合にあっては当該株式交換等に際して交付

された株式交換完全親会社等の株式等（同項の規定により競売しなければならない株式を除

く。））のうち租税特別措置法第七十条の七の二第一項の規定の適用を受けようとする株式

等の全部を有していること。 

（４） 当該相続又は遺贈により当該中小企業者の株式等を取得した代表者が、当該中小企業

者の株式等につき法第十二条第一項の認定（次号又は第十三号の事由に係るものに限る。）

に係る贈与を受けた者又は法第十二条第一項の認定（第十二号又は第十四号の事由に係るも

のに限る。）に係る相続又は遺贈を受けた者でないこと。 

チ 当該中小企業者が会社法第百八条第一項第八号に掲げる事項についての定めがある種類



の株式を発行している場合にあっては、当該相続の開始の時以後において当該株式を当該中

小企業者の代表者（当該中小企業者の第二種経営承継相続人となる者に限る。）以外の者が

有していないこと。 

リ 当該中小企業者が法第十二条第一項の認定（第七号又は第八号の事由に係るものに限

る。）を受けている者であり、かつ、当該相続の開始の時において、当該代表者が当該中小

企業者の株式等について第一種経営承継贈与又は第一種経営承継相続を受けた者であるこ

と。 

十一 当該中小企業者が次に掲げるいずれにも該当する場合であって、当該中小企業者の代表

者（当該代表者に係る贈与者からの贈与の時以後において代表者である者に限る。以下この号

にお 

いて同じ。）が贈与により取得した当該中小企業者の株式等に係る贈与税を納付することが見

込まれること。 

イ 当該贈与の時以後において、上場会社等又は風俗営業会社のいずれにも該当しないこと。 

ロ 当該贈与の日の属する事業年度の直前の事業年度の開始の日以後において、資産保有型

会社に該当しないこと。 

ハ 第一種特例贈与認定申請基準事業年度（当該贈与の日の属する事業年度の直前の事業年

度及び当該贈与の日の属する事業年度から第一種特例贈与認定申請基準日（次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定める日をいう。以下同じ。）の翌日の属する事業年度の直前

の事業年度までの各事業年度をいう。以下同じ。）においていずれも資産運用型会社に該当

しないこと。 

（１） 当該贈与の日が一月一日から十月十五日までのいずれかの日である場合（（３）に規

定する場合を除く。） 当該十月十五日 

（２） 当該贈与の日が十月十六日から十二月三十一日までのいずれかの日である場合当該贈

与の日 

（３） 当該贈与の日の属する年の五月十五日前に当該中小企業者の第一種特例経営承継受贈

者又は第一種特例経営承継贈与者の相続が開始した場合当該相続の開始の日の翌日から五月

を経過する日 

ニ 第一種特例贈与認定申請基準事業年度においていずれも総収入金額が零を超えること。 

ホ 当該贈与の時において、当該中小企業者の常時使用する従業員の数が一人以上（当該中

小企業者の特別子会社が外国会社に該当する場合（当該中小企業者又は当該中小企業者によ

る支配関係がある法人が当該特別子会社の株式又は持分を有する場合に限る。）にあっては

五人以上）であること。 

ヘ 当該贈与の時以後において、当該中小企業者の特定特別子会社が上場会社等、大会社又

は風俗営業会社のいずれにも該当しないこと。 

ト 当該中小企業者の代表者が次に掲げるいずれにも該当する者（その者が二人又は三人以

上ある場合には、当該中小企業者が定めた二人又は三人までに限る。以下「第一種特例経営

承継受贈者」という。）であること。 

（１） 当該贈与により当該中小企業者の株式等を取得した代表者（代表権を制限されてい

る者を除く。以下（８）を除きこの号において同じ。）であって、当該贈与の時において、

当該代表者に係る同族関係者と合わせて当該中小企業者の総株主等議決権数の百分の五十

を超える議決権の数を有し、かつ、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれに定める要件

を満たしていること。 

（ⅰ） 当該代表者が一人の場合当該代表者が有する当該株式等に係る議決権の数がいず

れの当該同族関係者が有する当該株式等に係る議決権の数も下回らない者であること。 



（ⅱ） 当該代表者が二人又は三人の場合当該代表者が有する当該株式等に係る議決権の

数が当該中小企業者の総株主等議決権数の百分の十以上であること及びいずれの当該代

表者に係る同族関係者（当該代表者以外の当該中小企業者の第一種特例経営承継受贈者

となる者を除く。）が有する当該株式等に係る議決権の数も下回らない者であること。 

（２） 当該贈与の日において、二十歳以上であること。 

（３） 当該贈与の日まで引き続き三年以上にわたり当該中小企業者の役員であること。 

（４） 当該贈与の時以後において、当該代表者が当該贈与により取得した当該中小企業者

の株式等（当該贈与の時以後のいずれかの時において当該中小企業者が合併により消滅し

た場合にあっては当該合併に際して交付された吸収合併存続会社等の株式等（会社法第二

百三十四条第一項の規定により競売しなければならない株式を除く。）、当該贈与の時以

後のいずれかの時において当該中小企業者が株式交換等により他の会社の株式交換完全子

会社等となった場合にあっては当該株式交換等に際して交付された株式交換完全親会社等

の株式等（同項の規定により競売しなければならない株式を除く。））のうち租税特別措

置法第七十条の七の五第一項の規定の適用を受けようとする株式等の全部を有しているこ

と。 

（５） 当該贈与により当該中小企業者の株式等を取得した代表者が、当該中小企業者の株

式等につき法第十二条第一項の認定（第七号又は第九号の事由に係るものに限る。）に係

る贈与を受けた者又は法第十二条第一項の認定（第八号又は前号の事由に係るものに限

る。）に係る相続又は遺贈を受けた者でないこと。 

（６） 当該中小企業者の代表者が第十七条第一項第一号の確認（第十八条第一項又は第二

項の規定による変更の確認があったときは、その変更後のもの）を受けた当該中小企業者

の当該確認に係る特例後継者（第十六条第一項第一号ロに規定する特例後継者をいう。以

下この条において同じ。）であること。 

（７） 当該中小企業者の株式等の贈与者（当該贈与の時前において、当該中小企業者の代

表者であった者に限る。（８）において同じ。）が、当該贈与の直前（当該贈与者が当該

贈与の直前において当該中小企業者の代表者でない場合には、当該贈与者が当該代表者で

あった期間内のいずれかの時及び当該贈与の直前）において、当該贈与者に係る同族関係

者と合わせて当該中小企業者の総株主等議決権数の百分の五十を超える議決権の数を有

し、かつ、当該贈与者が有する当該株式等に係る議決権の数がいずれの当該同族関係者（当

該中小企業者の第一種特例経営承継受贈者となる者を除く。）が有していた当該株式等に

係る議決権の数も下回らなかった者であること。 

（８） 当該贈与の時において、当該中小企業者の株式等の贈与者が当該中小企業者の代表

者でなく、かつ、当該中小企業者の株式等の贈与者が当該中小企業者の株式等について法

第十二条第一項の認定（この号又は第十三号の事由に係るものに限る。）に係る贈与をし

た者でないこと。 

（９） 当該中小企業者の株式等の贈与者が第十七条第一項第一号の確認（第十八条第二項

の規定による変更があったときは、その変更後のもの。）を受けた当該中小企業者の当該

確認に係る特例代表者（第十六条第一項第一号ハに規定する特例代表者をいう。以下この

条において同じ。）であること。 

チ 当該贈与が、次の（１）又は（２）に掲げる場合の区分に応じ、当該（１）又は（２）

に定める贈与であること。 

（１） 第一種特例経営承継受贈者が一人である場合次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ

に定める贈与 

（ⅰ） 当該贈与の直前において、当該中小企業者の株式等の贈与者が有していた当該株



式等（議決権に制限のない株式等に限る。以下チにおいて同じ。）の数又は金額が、当

該中小企業者の発行済株式又は出資（議決権に制限のない株式等に限る。以下チにおい

て同じ。）の総数又は総額の三分の二（一株未満又は一円未満の端数がある場合にあっ

ては、その端数を切り上げた数又は金額）から当該代表者（当該中小企業者の第一種特

例経営承継受贈者となる者に限る。）が有していた当該株式等の数又は金額を控除した

残数又は残額以上の場合当該控除した残数又は残額以上の数又は金額に相当する株式等

の贈与 

（ⅱ） （ⅰ）に掲げる場合以外の場合当該中小企業者の株式等の贈与者が当該贈与の直

前において有していた当該株式等のすべての贈与 

（２） 第一種特例経営承継受贈者が二人又は三人である場合いずれの第一種特例経営承継

受贈者の有する当該中小企業者の株式等の数又は金額が、当該中小企業者の発行済株式又

は出資の総数又は総額の十分の一以上となる贈与であって、かつ、いずれの第一種特例経

営承継受贈者の有する当該中小企業者の株式等の数又は金額が当該第一種特例経営承継贈

与者の有する当該中小企業者の株式等の数又は金額を上回る贈与 

リ 当該中小企業者が会社法第百八条第一項第八号に掲げる事項についての定めがある種類

の株式を発行している場合にあっては、当該贈与の時以後において当該株式を当該中小企業

者の代表者（当該中小企業者の第一種特例経営承継受贈者となる者に限る。）以外の者が有

していないこと。 

十二 当該中小企業者が次に掲げるいずれにも該当する場合であって、当該中小企業者の代表

者（当該代表者の被相続人の相続の開始の日の翌日から五月を経過する日以後において代表者

である者に限る。以下この号において同じ。）が相続又は遺贈により取得した当該中小企業者

の株式等（次条第七項において読み替えられた同条第三項に規定する申請書を提出する時にお

いて、当該相続又は遺贈に係る共同相続人又は包括受遺者によってまだ分割されていないもの

を除く。）に係る相続税を納付することが見込まれること。 

イ 当該相続の開始の時以後において、上場会社等又は風俗営業会社のいずれにも該当しな

いこと。 

ロ 当該相続の開始の日の属する事業年度の直前の事業年度の開始の日以後において、資産

保有型会社に該当しないこと。 

ハ 第一種特例相続認定申請基準事業年度（当該相続の開始の日の属する事業年度の直前の

事業年度及び当該相続の開始の日の属する事業年度から第一種特例相続認定申請基準日（当

該相続の開始の日の翌日から五月を経過する日をいう。以下同じ。）の翌日の属する事業年

度の直前の事業年度までの各事業年度をいう。以下同じ。）においていずれも資産運用型会

社に該当しないこと。 

ニ 第一種特例相続認定申請基準事業年度においていずれも総収入金額が零を超えること。 

ホ 当該相続の開始の時において、当該中小企業者の常時使用する従業員の数が一人以上（当

該中小企業者の特別子会社が外国会社に該当する場合（当該中小企業者又は当該中小企業者

による支配関係がある法人が当該特別子会社の株式又は持分を有する場合に限る。）にあっ

ては五人以上）であること。 

ヘ 当該相続の開始の時以後において、当該中小企業者の特定特別子会社が上場会社等、大

会社又は風俗営業会社のいずれにも該当しないこと。 

ト 当該中小企業者の代表者が次に掲げるいずれにも該当する者（その者が二人又は三人以

上ある場合には、当該中小企業者が定めた二人又は三人までに限る。以下「第一種特例経営

承継相続人」という。）であること。 

（１） 当該相続又は遺贈により当該中小企業者の株式等を取得した代表者（代表権を制限



されている者を除く。以下この号において同じ。）であって、当該相続の開始の時におい

て、当該代表者に係る同族関係者と合わせて当該中小企業者の総株主等議決権数の百分の

五十を超える議決権の数を有し、かつ、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれに定める

要件を満たしていること。 

（ⅰ） 当該代表者が一人の場合当該代表者が有する当該株式等に係る議決権の数がいず

れの当該同族関係者が有する当該株式等に係る議決権の数も下回らない者であること。 

（ⅱ） 当該代表者が二人又は三人の場合当該代表者が有する当該株式等に係る議決権の

数が当該中小企業者の総株主等議決権数の百分の十以上であること及びいずれの当該同

族関係者（当該代表者以外の当該中小企業者の第一種特例経営承継相続人となる者を除

く。）が有する当該株式等に係る議決権の数も下回らない者であること。 

（２） 当該相続の開始の直前において当該中小企業者の役員であったこと（当該代表者の

被相続人が六十歳未満で死亡した場合を除く。）。 

（３） 当該相続の開始の時以後において、当該代表者がその被相続人から相続又は遺贈に

より取得した当該中小企業者の株式等（当該相続の開始の時以後のいずれかの時において

当該中小企業者が合併により消滅した場合にあっては当該合併に際して交付された吸収合

併存続会社等の株式等（会社法第二百三十四条第一項の規定により競売しなければならな

い株式を除く。）、当該相続の開始の時以後のいずれかの時において当該中小企業者が株

式交換等により他の会社の株式交換完全子会社等となった場合にあっては当該株式交換等

に際して交付された株式交換完全親会社等の株式等（同項の規定により競売しなければな

らない株式を除く。））のうち租税特別措置法第七十条の七の六第一項の規定の適用を受

けようとする株式等の全部を有していること。 

（４） 当該相続又は遺贈により当該中小企業者の株式等を取得した代表者が、当該中小企

業者の株式等につき法第十二条第一項の認定（第七号又は第九号の事由に係るものに限

る。）に係る贈与を受けた者又は法第十二条第一項の認定（第八号又は第十号の事由に係

るものに限る。）に係る相続又は遺贈を受けた者でないこと。 

（５） 当該中小企業者の株式等の被相続人が第十七条第一項第一号の確認（第十八条第二

項の規定による変更があったときは、その変更後のもの）を受けた当該中小企業者の当該

確認に係る特例代表者であること。 

（６） 当該代表者の被相続人（当該相続の開始前において、当該中小企業者の代表者であ

った者に限る。）が、当該相続の開始の直前（当該被相続人が当該相続の開始の直前にお

いて当該中小企業者の代表者でない場合には、当該被相続人が当該代表者であった期間内

のいずれかの時及び当該相続の開始の直前）において、当該被相続人に係る同族関係者と

合わせて当該中小企業者の総株主等議決権数の百分の五十を超える議決権の数を有し、か

つ、当該被相続人が有する当該中小企業者の株式等に係る議決権の数がいずれの当該同族

関係者（当該中小企業者の第一種特例経営承継相続人となる者を除く。）が有していた当

該株式等に係る議決権の数も下回らなかった者であること。 

（７） 当該代表者の被相続人が当該中小企業者の株式等について既に法第十二条第一項の

認定（前号及び次号の事由に係るものに限る。）に係る贈与をした者でないこと。 

（８） 当該中小企業者の代表者が第十七条第一項第一号の確認（第十八条第一項又は第二

項の規定による変更があったときは、その変更後のもの）を受けた当該中小企業者の当該

確認に係る特例代表者であること。 

チ 当該中小企業者が会社法第百八条第一項第八号に掲げる事項についての定めがある種類

の株式を発行している場合にあっては、当該相続の開始の時以後において当該株式を当該中

小企業者の代表者（当該中小企業者の第一種特例経営承継相続人となる者に限る。）以外の



者が有していないこと。 

十三 当該中小企業者が次に掲げるいずれにも該当する場合であって、当該中小企業者の代表

者（当該代表者に係る贈与者からの贈与の時以後において代表者である者に限る。以下この号

において同じ。）が贈与（当該贈与に係る贈与税申告期限が、当該中小企業者に係る法第十二

条第一項の認定（第十一号又は前号の事由に係るものに限る。）の有効期限までに到来するも

のに限る。）により取得した当該中小企業者の株式等に係る贈与税を納付することが見込まれ

ること。 

イ 当該贈与の時以後において、上場会社等又は風俗営業会社のいずれにも該当しないこと。 

ロ 当該贈与の日の属する事業年度の直前の事業年度の開始の日以後において、資産保有型

会社に該当しないこと。 

ハ 第二種特例贈与認定申請基準事業年度（当該贈与の日の属する事業年度の直前の事業年

度及び当該贈与の日の属する事業年度から第二種特例贈与認定申請基準日（次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定める日をいう。以下同じ。）の翌日の属する事業年度の直前

の事業年度までの各事業年度をいう。以下同じ。）においていずれも資産運用型会社に該当

しないこと。 

（１） 当該贈与の日が一月一日から十月十五日までのいずれかの日である場合（（３）に

規定する場合を除く。） 当該十月十五日 

（２） 当該贈与の日が十月十六日から十二月三十一日までのいずれかの日である場合当該

贈与の日 

（３） 当該贈与の日の属する年の五月十五日前に当該中小企業者の第二種特例経営承継受贈

者又は第二種特例経営承継贈与者（当該第二種特例経営承継受贈者に係る当該会社の株式

等を贈与した者をいう。以下同じ。）の相続が開始した場合当該相続の開始の日の翌日か

ら五月を経過する日 

ニ 第二種特例贈与認定申請基準事業年度においていずれも総収入金額が零を超えること。 

ホ 当該贈与の時において、当該中小企業者の常時使用する従業員の数が一人以上（当該中

小企業者の特別子会社が外国会社に該当する場合（当該中小企業者又は当該中小企業者によ

る支配関係がある法人が当該特別子会社の株式又は持分を有する場合に限る。）にあっては

五人以上）であること。 

ヘ 当該相続の開始の時以後において、当該中小企業者の特定特別子会社が上場会社等大会

社又は風俗営業会社のいずれにも該当しないこと。 

ト 当該中小企業者の代表者が次に掲げるいずれにも該当する者（その者が二人又は三人以

上ある場合には、当該中小企業者が定めた二人又は三人までに限る。以下「第二種特例経営

承継受贈者」という。）であること。 

（１） 当該贈与により当該中小企業者の株式等を取得した代表者（代表権を制限されてい

る者を除く。以下（７）を除きこの号において同じ。）であって、当該贈与の時において、

当該代表者に係る同族関係者と合わせて当該中小企業者の総株主等議決権数の百分の五十

を超える議決権の数を有し、かつ、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれに定める要件

を満たしていること。 

（ⅰ） 当該代表者が一人の場合当該代表者が有する当該株式等に係る議決権の数がいず

れの当該同族関係者が有する当該株式等に係る議決権の数も下回らない者であること。 

（ⅱ） 当該代表者が二人又は三人の場合当該代表者が有する当該株式等に係る議決権の

数が当該中小企業者の総株主等議決権数の百分の十以上であること及びいずれの当該代

表者に係る同族関係者（当該代表者以外の当該中小企業者の第一種特例経営承継受贈者、

第一種特例経営承継相続人、第二種特例経営承継受贈者、第二種特例経営承継受贈者と



なる者、第二種特例経営相続人又は第二種特例経営相続人となる者を除く。）が有する

当該株式等に係る議決権の数も下回らない者であること。 

（２） 当該贈与の日において、二十歳以上であること。 

（３） 当該贈与の日まで引き続き三年以上にわたり当該中小企業者の役員であること。 

（４） 当該贈与の時以後において、当該代表者が当該贈与により取得した当該中小企業者

の株式等（当該贈与の時以後のいずれかの時において当該中小企業者が合併により消滅し

た場合にあっては当該合併に際して交付された吸収合併存続会社等の株式等（会社法第二

百三十四条第一項の規定により競売しなければならない株式を除く。）、当該贈与の時以

後のいずれかの時において当該中小企業者が株式交換等により他の会社の株式交換完全子

会社等となった場合にあっては当該株式交換等に際して交付された株式交換完全親会社等

の株式等（同項の規定により競売しなければならない株式を除く。））のうち租税特別措

置法第七十条の七の五第一項の規定の適用を受けようとする株式等の全部を有しているこ

と。 

（５） 当該贈与により当該中小企業者の株式等を取得した代表者が、当該中小企業者の株

式等につき法第十二条第一項の認定（第七号又は第九号の事由に係るものに限る。）に係

る贈与を受けた者又は法第十二条第一項の認定（第八号又は第十号の事由に係るものに限

る。）に係る相続又は遺贈を受けた者でないこと。 

（６） 当該中小企業者の代表者が第十七条第一項第一号の確認（第十八条第一項又は第二

項の規定による変更の確認があったときは、その変更後のもの）を受けた当該中小企業者

の当該確認に係る特例後継者であること。 

（７）当該贈与の時において、当該中小企業者の株式等の贈与者が当該中小企業者の代表

者でなく、かつ、当該中小企業者の株式等の贈与者が当該中小企業者の株式等について法

第十二条第一項の認定（第十一号及びこの号の事由に係るものに限る。）に係る贈与をし

た者でないこと。 

チ 当該贈与が、次の（１）又は（２）に掲げる場合の区分に応じ、当該（１）又は（２）

に定める贈与であること。 

（１） 第二種特例経営承継受贈者が一人である場合次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ

に定める贈与 

（ⅰ） 当該贈与の直前において、当該中小企業者の株式等の贈与者が有していた当該株

式等（議決権に制限のない株式等に限る。以下チにおいて同じ。）の数又は金額が、当

該中小企業者の発行済株式又は出資（議決権に制限のない株式等に限る。以下チにおい

て同じ。）の総数又は総額の三分の二（一株未満又は一円未満の端数がある場合にあっ

ては、その端数を切り上げた数又は金額）から当該代表者（当該中小企業者の第二種特

例経営承継受贈者となる者に限る。）が有していた当該株式等の数又は金額を控除した

残数又は残額以上の場合当該控除した残数又は残額以上の数又は金額に相当する株式等

の贈与 

（ⅱ） （ⅰ）に掲げる場合以外の場合当該中小企業者の株式等の贈与者が当該贈与の直

前において有していた当該株式等のすべての贈与 

（２） 第二種特例経営承継受贈者が二人又は三人である 

場合いずれの第二種特例経営承継受贈者の有する当該中小企業者の株式等の数又は金額

が、当該中小企業者の発行済株式又は出資の総数又は総額の十分の一以上となる贈与であ

って、かつ、いずれの第二種特例経営承継受贈者の有する当該中小企業者の株式等の数又

は金額が当該第二種特例経営承継贈与者の有する当該中小企業者の株式等の数又は金額を

上回る贈与 



リ 当該中小企業者が会社法第百八条第一項第八号に掲げる事項についての定めがある種類

の株式を発行している場合にあっては、当該贈与の時以後において当該株式を当該中小企業

者の代表者（当該中小企業者の第一種特例経営承継受贈者、第一種特例経営承継相続人、第

二種特例経営承継受贈者、第二種特例経営承継受贈者となる者、第二種特例経営相続人又は

第二種特例経営相続人となる者に限る。）以外の者が有していないこと。 

ヌ 当該中小企業者が法第十二条第一項の認定（第十一号又は前号の事由に係るものに限

る。）を受けている者であり、かつ、当該贈与の時において、当該中小企業者の代表者が当

該中小企業者の株式等について法第十二条第一項の認定（第十一号の事由に係るものに限

る。）に係る贈与（以下「第一種特例経営承継贈与」という。）又は法第十二条第一項の認

定（前号の事由に係るものに限る。）に係る相続（以下「第一種特例経営承継相続」という。）

を受けていること。 

十四 当該中小企業者が次に掲げるいずれにも該当する場合であって、当該中小企業者の代表

者（当該代表者の被相続人の相続の開始の日の翌日から五月を経過する日以後において代表者

である者に限る。以下この号において同じ。）が相続又は遺贈（当該相続に係る相続税申告期

限が、当該中小企業者に係る法第十二条第一項の認定（第十一号又は第十二号の事由に係るも

のに限る。）の有効期限までに到来するものに限る。）により取得した当該中小企業者の株式

等（次条第九項において読み替えられた同条第三項に規定する申請書を提出する時において、

当該相続又は遺贈に係る共同相続人又は包括受遺者によってまだ分割されていないものを除

く。）に係る相続税を納付することが見込まれること。 

イ 当該相続の開始の時以後において、上場会社等又は風俗営業会社のいずれにも該当しな

いこと。 

ロ 当該相続の開始の日の属する事業年度の直前の事業年度の開始の日以後において、資産

保有型会社に該当しないこと。 

ハ 第二種特例相続認定申請基準事業年度（当該相続の開始の日の属する事業年度の直前の

事業年度及び当該相続の開始の日の属する事業年度から第二種特例相続認定申請基準日（当

該相続の開始の日の翌日から五月を経過する日をいう。以下同じ。）の翌日の属する事業年

度の直前の事業年度までの各事業年度をいう。以下同じ。）においていずれも資産運用型会

社に該当しないこと。 

ニ 第二種特例相続認定申請基準事業年度においていずれも総収入金額が零を超えること。 

ホ 当該相続の開始の時において、当該中小企業者の常時使用する従業員の数が一人以上（当

該中小企業者の特別子会社が外国会社に該当する場合（当該中小企業者又は当該中小企業者

による支配関係がある法人が当該特別子会社の株式又は持分を有する場合に限る。）にあっ

ては五人以上）であること。 

ヘ 当該相続の開始の時以後において、当該中小企業者の特定特別子会社が上場会社等、大

会社又は風俗営業会社のいずれにも該当しないこと。 

ト 当該中小企業者の代表者が次に掲げるいずれにも該当する者（その者が二人又は三人以

上ある場合には、当該中小企業者が定めた二人又は三人までに限る。以下「第二種特例経営

承継相続人」という。）であること。 

（１） 当該相続又は遺贈により当該中小企業者の株式等を取得した代表者（代表権を制限

されている者を除く。以下この号において同じ。）であって、当該相続の開始の時におい

て、当該代表者に係る同族関係者と合わせて当該中小企業者の総株主等議決権数の百分の

五十を超える議決権の数を有し、かつ、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれに定める

要件を満たしていること。 

（ⅰ） 当該代表者が一人の場合当該代表者が有する当該株式等に係る議決権の数がいず



れの当該同族関係者が有する当該株式等に係る議決権の数も下回らない者であること。 

（ⅱ） 当該代表者が二人又は三人の場合当該代表者が有する当該株式等に係る議決権の

数が当該中小企業者の総株主等議決権数の百分の十以上であること及びいずれの当該同

族関係者（当該代表者以外の当該中小企業者の第一種特例経営承継受贈者、第一種特例

経営承継相続人、第二種特例経営承継受贈者、第二種特例経営承継受贈者となる者、第

二種特例経営相続人又は第二種特例経営相続人となる者を除く。）が有する当該株式等

に係る議決権の数も下回らない者であること。 

（２） 当該相続の開始の直前において当該中小企業者の役員であったこと（当該代表者の

被相続人が六十歳未満で死亡した場合を除く。）。 

（３） 当該相続の開始の時以後において、当該代表者がその被相続人から相続又は遺贈に

より取得した当該中小企業者の株式等（当該相続の開始の時以後のいずれかの時において

当該中小企業者が合併により消滅した場合にあっては当該合併に際して交付された吸収合

併存続会社等の株式等（会社法第二百三十四条第一項の規定により競売しなければならな

い株式を除く。）、当該相続の開始の時以後のいずれかの時において当該中小企業者が株

式交換等により他の会社の株式交換完全子会社等となった場合にあっては当該株式交換等

に際して交付された株式交換完全親会社等の株式等（同項の規定により競売しなければな

らない株式を除く。））のうち租税特別措置法第七十条の七の六第一項の規定の適用を受

けようとする株式等の全部を有していること。 

（４） 当該相続又は遺贈により当該中小企業者の株式等を取得した代表者が、当該中小企

業者の株式等につき法第十二条第一項の認定（第七号又は第九号の事由に係るものに限

る。）に係る贈与を受けた者又は法第十二条第一項の認定（第八号又は第十号の事由に係

るものに限る。）に係る相続又は遺贈を受けた者でないこと。 

チ 当該中小企業者が会社法第百八条第一項第八号に掲げる事項についての定めがある種類

の株式を発行している場合にあっては、当該相続の開始の時以後において当該株式を当該中

小企業者の代表者（第一種特例経営承継受贈者、第一種特例経営承継相続人、第二種特例経

営承継受贈者、第二種特例経営承継受贈者となる者、第二種特例経営相続人又は第二種特例

経営相続人となる者に限る。）以外の者が有していないこと。 

リ 当該中小企業者が法第十二条第一項の認定（第十一号又は第十二号の事由に係るものに

限る。）を受けている者であり、かつ、当該相続の開始の時において、当該中小企業者の代

表者が当該中小企業者の株式等について第一種特例経営承継贈与又は第一種特例経営承継相

続を受けていること。 

十五 前各号に掲げるもののほか、当該中小企業者の事業活動の継続に支障を生じさせること。 

２  前項第七号から第十四号までの規定の適用については、中小企業者の第一種経営承継贈与

者、第二種経営承継贈与者、第一種特例経営承継贈与者若しくは第二種特例経営承継贈与者か

らの贈与の時又は中小企業者の第一種経営承継相続人、第二種経営承継相続人、第一種特例経

営承継相続人若しくは第二種特例経営承継相続人の被相続人の相続の開始の時において、当該

中小企業者が次に掲げるいずれにも該当するときは当該中小企業者は資産保有型会社及び資産

運用型会社に該当しないものとみなし、当該中小企業者の特別子会社が次に掲げるいずれにも

該当するときは当該特別子会社は資産保有型子会社及び資産運用型子会社に該当しないものと

みなす。  
一  当該中小企業者の常時使用する従業員（第一種経営承継受贈者、第一種経営承継相続人、

第二種経営承継受贈者、第二種経営承継相続人、第一種特例経営承継受贈者、第一種特例経営承

継相続人、第二種特例経営承継受贈者又は第二種特例経営承継相続人及びこれらの者と生計を一

にする親族を除く。以下この項において「親族外従業員」という。）の数が五人以上であること。  



二  当該中小企業者が、親族外従業員が勤務している事務所、店舗、工場その他これらに類す

るものを所有し、又は賃借していること。  
三  当該贈与の日又は当該相続の開始の日まで引き続き三年以上にわたり、次に掲げるいずれ

かの業務をしていること。  
イ 商品販売等（商品の販売、資産の貸付け（第一種経営承継受贈者、第一種経営承継相続

人、第二種経営承継受贈者、第二種経営承継相続人、第一種特例経営承継受贈者、第一種特例経

営承継相続人、第二種特例経営承継受贈者又は第二種特例経営承継相続人に対するもの及びこれ

らの者に係る同族関係者に対するものを除く。）又は役務の提供で、継続して対価を得て行われ

るものをいい、その商品の開発若しくは生産又は役務の開発を含む。以下同じ。） 

ロ 商品販売等を行うために必要となる資産の所有又は賃借 
ハ イ及びロに掲げる業務に類するもの 

３  中小企業者の代表者が、贈与により当該中小企業者の株式等を取得していた場合において、

当該贈与の日の属する年において当該株式等の贈与者の相続が開始し、かつ、当該贈与者から

の相続又は遺贈により財産を取得したことにより相続税法 第十九条 又は第二十一条の十五 
の規定により当該贈与により取得した当該株式等の価額が相続税の課税価格に加算されること

となるときは、第一項第八号の規定の適用については、当該贈与者を当該代表者の被相続人と、

当該贈与により取得した株式等を当該贈与者から相続又は遺贈により取得した株式等とみな

す。 
 


